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はじめに 

 

今日、少子高齢化や家族形態の変化とともに、様々な文化・価値観が国境を越えて流動

化するなどグローバル化が急速に進んでおり、日本全体がこれまで以上に変化の激しい社

会に移行しています。札幌市においても様々な社会経済情勢の変化が見込まれており、そ

の影響は市民の暮らしや地域経済等に及ぶことが予測されています。さらに、地域へ目を

向けると、価値観やライフスタイルの多様化等に起因して、人間関係の希薄化や孤立化等

の問題も起きています。 

こうした諸問題を解決していくためには、自立した市民一人一人が多様な個性・能力を

生かし、他者と協働しながら新たな価値を創造していくことのできる柔軟な社会の構築が

必要です。そして、この基盤となるのは、一人一人の学びを支援する生涯学習社会を実現

することではないでしょうか。 

平成 18 年に改正された教育基本法第 3 条には、新たに「生涯学習の理念」が明記され、

生涯学習社会の実現を目指す考え方が示されました。また、同法第 12 条の「社会教育」に

おいては、個人のニーズが高い学習機会だけではなく、「地域課題」「現代的課題」に対応

した学習機会とのバランスが大切であると示されています。この基本的な考え方のもと、

平成 20 年の中教審答申「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について～知の循環型

社会の構築を目指して～」や、平成 25 年に閣議決定された教育振興基本計画（第 2 期）等

において、学習機会の充実のための方策が度々言及されてきたところです。 

 では、地域社会の変化を踏まえ、生涯学習社会を実現するために、行政が市民に提供す

る学習機会はどのようにあるべきなのでしょうか。 

このような視点から今期の社会教育委員会議では、「学びがつながるまち さっぽろ」を

キーワードに、主に行政により提供される「教える側と学ぶ側のある」学習機会の様々な

データ分析に加え、委員それぞれの知識や経験を積極的に出し合い、社会教育委員会議自

体を「学び合いの場」にすることにより協議を進めてまいりました。 

その結果、生涯にわたって、あらゆる機会、場所において学習することができ、その成

果を適切に生かすこと、すなわち時間や空間、そして学び自体やその成果が「つながる」

ことがこれまで以上に必要であるという認識に至り、「学びがつながるまち さっぽろ」を

目指すことが重要であることを再確認いたしました。 

「学びがつながるまち さっぽろ」で市民が生き生きと暮らし、さらにこのまちが未来を

担う子どもたちへと受け継がれていくため、この報告書をぜひ役立てていただければ幸い

です。 

 

平成 27 年（2015 年）6 月 

札幌市社会教育委員一同 
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Ⅰ 協議テーマ設定の背景 

 

人口減少や超高齢社会の到来など、私たちを取り巻く社会情勢は刻々と変化しており、

このような変化の激しい現代社会において私たちは、様々な問題に直面しています。特に

本市においては、区によって人口減少の状況に差があるため、その地域に合った課題の解

決方法や、地域コミュニティのあり方を考えていくことが必要とされています。また、生

産年齢人口の減少への対応として、新たな商品やサービスを生み出す創造的な人材を育成

していくという視点も重要です。 

本市ではこのような社会の状況を踏まえ、平成 25 年度に「札幌市まちづくり戦略ビジョン」

を策定し、次のような目指すべき二つの都市像を掲げたところです。 

 

                

           

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの都市像を実現するにあたっては、誰もがその能力を十分に発揮し、自らのでき

る範囲で社会的な役割を果たすとともに、互いの個性や多様性を認め合う寛容さと相互の

信頼感の下でつながる共生のまちづくり、すなわち「つながりと支え合いのまちづくり」

を進めることに生涯学習の側面から寄与していくことが重要です。 

特に本ビジョンでは、生涯現役で活躍できる環境づくりを推進するための生涯学習の充

実等がうたわれており、少子高齢社会を迎えるにあたって、退職世代の力を活用すること

の重要性が示されているところです。 

また、社会への参加意識の低下や人間関係の希薄化などの課題が指摘される一方、東日

本大震災を契機に地域コミュニティの重要性が見直されている中、学校・家庭・地域がそ

れぞれの教育力を高め、共に手を携えていくことがますます重要となっています。本市で

は、このような状況や、幼児期から生涯にわたって学び続けることの必要性に鑑み、学校

教育（幼稚園、小・中学校、高等学校、特別支援）及び生涯学習を包括する計画として「札

幌市教育振興基本計画」を平成 26 年 2 月に策定し、次のように札幌市の教育が目指す人間

像を掲げました。 
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札幌市の教育が目指す人間像「自立した札幌人」 

○未来に向かって 創造的に考え、主体的に行動する人 
○心豊かで 自他を尊重し、共に高め合い、支え合う人 
○ふるさと札幌を心に持ち、国際的な視野で学び続ける人 

 

 

 

 

 

 

この「自立した札幌人」の実現のためには、「自ら学び、共に生きる力を培う学び」を推

進することが要となります。また、学びの推進に当たっては、市民に学びの場と機会を保

障する観点が不可欠で「多様な学びを支える環境」を充実させる必要があり、後述する学

習機会提供事業である、さっぽろ市民カレッジはそのための取組みの一つです。 

さらに、真にこの人間像を実現するためには、一人一人の生涯にわたる学びと実践の循

環を生み、ひいてはまちづくりの活力の源となる「市民ぐるみで支え合う仕組み」を作り

上げることが大切です。このように、札幌市のまちづくり・人づくりを進めるにあたって、

生涯学習の振興は、極めて重要であると言えます。 

札幌市において、まちづくりの基本的な指針や、教育の目標・方向性を示す計画が新た

に策定されたことから、今期の社会教育委員会議では、こうしたビジョンや計画を踏まえ

学習機会提供のあり方を検討することとしました。 
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Ⅱ 学習機会提供の現状と課題 

 

札幌市では、生涯学習を推進する指針として、平成 7 年 4 月に札幌市生涯学習推進構想

を策定し、この構想に基づき、市民の生涯学習を総合的に推進するための全市的拠点とし

て、平成 12 年 8 月に生涯学習センター（以下「センター」という。）を開設しました。セ

ンターでは、多くの市民に学習の機会を提供する「さっぽろ市民カレッジ」の開設を行う

など、市民の生涯学習環境の整備に取り組んできました。さらに、平成 19 年 3 月に策定さ

れた第 2 次札幌市生涯学習推進構想では、行政と民間の枠を超えた包括的な情報の集約・

提供をさらに進めるとともに、様々な生涯学習の担い手が、本市の生涯学習社会の一翼を

担うものとして、互いの役割を意識しつつ、それぞれの特性を活かした学習機会を提供し

ていく必要があると述べられています。特に行政の提供する様々な学習機会提供事業につ

いては、この構想の関連事業の中に位置付けられ、生涯学習の推進に寄与してきたところ

です。 

 

１ さっぽろ市民カレッジにおける学習機会の提供 

 

本市では、生涯学習の中核施設であるセンターにおいて、様々な生涯学習関連事業を

展開しています。中でも前述のさっぽろ市民カレッジは、札幌市の生涯学習の振興に大

きな役割を果たしています。 

さっぽろ市民カレッジは市民の自発的な学習を支援する学習機会提供事業で、様々な

講座の開講により市民の多様な学習ニーズに応えるとともに、学習者の生きがいづく

り・自己充実の実現や、まちづくりの担い手の育成を図ってきました。 

現在年間約 300 講座を実施しており（P21，1-1）、平成 23 年度以降においては 4,500

名を超える市民の受講がありました（P21，1-2）。リカレント教育1に重点を置いた調査

研究に基づき、市民活動系、産業・ビジネス系、文化・教養系の３つの系で講座を実施

しています。 

また、センター自らが企画・運営する講座のみならず、市民が講座企画に関わる様々

な取組（ご近所先生企画講座2、ちえりあ学習ボランティア3企画講座、学習支援者4の講

座への参画等）も実施しており、市民による学習機会の提供を支援してきました。 

さっぽろ市民カレッジはセンターを拠点とした講座を実施する一方、ご近所先生企画

講座や学社融合講座5等で、積極的に講座の地域展開を図ってきました。様々な団体と連

                                                   
1  もともと還流・循環する教育という意味をもち、学校教育を修了した後の社会人に対して行われる、

高度で専門的、体系的な再教育のことをいう。 
2  市民を公募し、講師としての育成を図りながら、コミュニティ施設、ＮＰＯ、町内会などと連携し、

地域における新たな学びの場を協働で育む講座。  
3  さっぽろ市民カレッジで講座の企画・運営を行うボランティア。 
4  講座の運営支援を行うさっぽろ市民カレッジ修了者。 
5  市立札幌大通高校を会場に開くさっぽろ市民カレッジで、大人と生徒が一緒に学ぶ講座。受講した生
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携し、市内の公共施設のみならず、カフェ等の民間スペースを活用した講座も実施しま

した。さらに、ご近所先生経験者を中心としてリニューアルした「ちえりあ市民講師バ

ンク」の運用を始め、センターの学習相談員が講師派遣のコーディネートを行っていま

す。このように「地域で学びたい」という市民からの要請に応え講師を派遣するという

方法でも、地域の生涯学習を支援しています。 

しかし、一方では、札幌市社会教育委員会議答申「札幌市の生涯学習関連施設のあり

方について」（平成 23 年 6 月）や札幌市教育委員会事務の点検・評価（平成 25 年度）等

において、以下のような課題が指摘されています。 

 

（1）学習者の年齢・居住区の偏り 

50 代以降に比べ、若い世代の参加者の少なさが課題となっています（P21,1-3）。

また、受講者の多くは西区・手稲区・中央区・北区といった市西部に居住する市

民です（P21,1-4）。各世代のニーズに合った講座内容や実施場所を工夫すること

や、市民に幅広く周知する広報のあり方の検討が課題となっています。 

 

（2）実施講座における領域の偏り 

全講座数に占める文化・教養系講座の割合が高く、特に市民が自分自身で講座

の企画・運営を行う、ご近所先生企画講座やちえりあ学習ボランティア企画講座

においてその傾向は顕著に見られます。平成 22 年度札幌市市政世論調査6におい

ても、文化や教養に関する学びへの市民の学習ニーズは高いという結果が出てお

り、市民自身の手によってニーズに合った講座が実施されていると言えます。し

かし、札幌を支える人づくりという点からは、今後は個人の学習ニーズの充足だ

けでなく、地域のまちづくりを担う人材の育成支援を目的とした市民活動系講座

や、職業能力の向上に役立つ産業・ビジネス系講座の内容をより一層充実させる

ことが課題となっています。 

 

（3）学習成果の活用の場と生かすための仕組みづくり 

さっぽろ市民カレッジの修了後、サークル等で学びを継続する市民も多く見ら

れます。また、各地域においては趣味やスポーツといった同じ目的を持って活動

しているグループや、各種ボランティア活動に取り組むグループ等が点在してい

ます。それらのグループの連携も含め、学びの発展のための仕組みづくりが課題

となっています。 

また、市民の学習成果の活用を支援することは、まちづくりの多様な人材育成

                                                                                                                                                     
徒は高校の単位が認定される、全国的にも珍しい取組。 

6
  平成 22 年度札幌市市政世論調査「今後、学習や活動したいこと」問 3「あなたが、今後新しく、ある

いは今後も引き続いて、学んだり活動したりしたいこと」の 1 位：健康・スポーツに関すること（48.3%）、

2 位：芸術・工芸・芸能・音楽に関すること（25.2％） 
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のニーズに応えることにつながります。さっぽろ市民カレッジで学んだ成果の活

用をより一層支援するためには、市役所各部局を始め、他施設、他機関との連携

をさらに充実させていくことが課題となっています。教育委員会はその橋渡しを

行うなど、センターをサポートする役割を果たす必要があります。 

       

２ 市役所各部局における学習機会の提供 

 

市役所各部局では様々な学習機会提供事業を実施しています。平成 24 年度に市役所各

部局で行われた学習機会提供事業の実施状況調査の結果によると、6,994 の学習機会提

供事業を実施し、552,886 人の市民の参加がありました（P22,2-1,2-2）。また、本市では

市民への情報提供と対話の一環として、市民からの要望に応じて市職員が出前講座を実

施しており、522 回、24,202 人の参加がありました（P23,3-1,3-2）。 

学習機会提供事業の事業数から、部局ごとの事業の傾向を見ると、本庁部局において

は部局ごとに学習分野を限定し、専門的な内容の学習機会を提供する傾向が強いと言え

ます。一方、各区のコミュニティ施設（区民センター、コミュニティセンター、地区セ

ンター）においては多分野に渡って学習機会提供事業を幅広く実施しています。また、

教育委員会においても、青少年科学館で科学に関する学習機会を多く提供しているため

「外国語・歴史・文学・科学などの教養を高めること」の事業数が突出しているものの、

さっぽろ市民カレッジを実施しているセンターの事業をはじめ、多分野に渡って学習機

会提供事業を実施していると言えます。 

また、学習機会提供事業への参加者数から、市民の参加傾向を見ると、「外国語・歴史・

文学・科学などの教養を高めること」に関する分野への参加者が最も多くなっており、

このうち青少年科学館を所管する教育委員会の事業への参加者数が約８割を占めていま

す。次に参加者数が多いのは「芸術・工芸・芸能・音楽」に関する分野です。このうち、

老人福祉センターを所管する保健福祉局の事業への参加者数が約７割を占め、次いで札

幌コンサートホール Kitara・教育文化会館等を所管する観光文化局、こども劇場を所管

する子ども未来局、コミュニティ施設となっています。特に老人福祉センターやコミュ

ニティ施設等、いわゆる地域の「コミュニティ関連施設」7において「芸術・工芸・芸能・

音楽」に関する分野への参加者数が多いことから、この分野の学びが、地域において市

民どうしのコミュニティを形成する役割を担っていることが考えられます。このように、

様々な領域で多くの学習機会が提供されていますが、一方では、以下のような課題が指

摘されています。 

 

（1）学習機会としての位置づけ 

市役所各部局において実施されている学習機会提供事業は、施策・取組の普及

                                                   
7  市有施設のうち、区民センター、地区センター、児童会館、老人福祉センター等を指す。 
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啓発事業として実施されているものが多く、必ずしも企画・準備段階において学

習機会であることが意識されているとは言えません。それぞれの事業を学習機会

提供という側面で位置付けたり、教育効果のある事業として企画することで、学

習の側面が市民に見えるようになり、市民は「この困り事を解決するために、こ

の事業に参加してみよう」という視点を持つことができるようになります。この

ように、各部局で実施されている普及啓発事業について、いかにして学習の側面

を見えるようにしていくかが課題です。 

 

（2）様々な課題に対応した学習機会の充実 

保健福祉局や子ども未来局においては、対象者を設定した事業を他部局に比べ

て多く実施しています。市民が抱える個別の課題に対応した学習機会提供の一端

を担っていると言えますが、社会に存在する様々な立場の方が必要とする学習機

会を供給するために、行政がいかに学習機会を提供する側になれるような市民を

育てていくかが課題となっています。また、様々な課題を抱えた市民へ届く、効

果的な広報手法の検討も課題です。 

 

３ 行政以外の主体が行う学習機会の提供への支援 

 

本市では行政以外にも様々な団体や個人が学習機会を市民へ提供しています。ＮＰＯ等

の市民活動団体、民間企業、高等教育機関等が単独で学習機会を提供するのみならず、そ

れらの主体同士や行政が連携することで、多様な学習機会を提供している事例も見られま

す。学習機会提供の形式としては、従来の「先生と生徒、黒板と机があって、先生から知

識を教わる」という形式に捉われず、「語る人がいて、耳を傾ける人がいる」という「対話」

の形式が近年注目されています。 

一方で、これらの主体によって提供される学習機会の情報が、必ずしも市民へ十分に届

いているとは言えない現状があります。行政の役割として、自前で学習機会を企画するだ

けではなく、市民への情報提供等の側面で、行政以外の主体による学習機会提供を支援し

ていくことが課題となっています。 
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Ⅲ 今後の学習機会提供の方向性～学びがつながるまち さっぽろ 

 

本市では、行政として様々な学習機会を市民に提供してきましたが、今後検討していか

なければならない課題もあります。あわせて、行政以外の主体が提供する学習機会への支

援のあり方も、課題として残されています。 

一方で、前述したまちづくり戦略ビジョンにおける二つの都市像「北海道の未来を創造

し、世界が憧れるまち」「互いに手を携え、心豊かにつながる共生のまち」は、都市の競争

力を高めるというグローバルな視点に立った都市像と、地域コミュニティで人とのつなが

りを大切にするというローカルな視点に立った都市像であり、一見全く別の方向性を示す

理念に思われます。しかし、地域に生涯学習の場やコミュニティを作り、そこで都市の発

展についての学習を深めることは、人々の学びが二つの都市像を両立して実現させる取組

となり得るものです。そこにあるのは、「学び」を介した地域のつながりがコミュニティを

育み、その一つ一つのコミュニティが「チーム札幌」の一員として国際競争力を培い、発

展していくまちの姿です。 

また、教育振興基本計画で示された「自立した札幌人」における「自立」を考えるにあ

たっては、他者を自分と同じ「自立した存在」として尊重し、共に支え合いながら生きて

いくという「共生」の思いを併せ持つことが不可欠です。多様な生き方や、障がいのある

方を知る・理解すること、つまり「他者を知り、他者との違いを当たり前として捉えるこ

と」で、初めて人々は支え合い、自分の力を発揮することができると言えます。 

さらに、その前提として、一人一人が自己肯定感・自己有用感を持つことが不可欠です。

したがって、この人間像を具現化するには、様々な立場の市民へ幅広く多様な学習機会を

提供することや、このような学習機会を提供できる市民を育てていくことが重要と言えま

す。 

このように、まちづくり戦略ビジョンや教育振興基本計画で目指しているまちづくり・

人づくりにおいて、市民一人一人の学びは大きな原動力となるものです。 

そのような学びを推進するためには、生涯にわたって、あらゆる機会、場所において学

習することができ、その成果を適切に生かすこと、すなわち時間や空間、そして学び自体

やその成果をつなげることが重要です。 

個々の発達課題に応じた学習を行う「縦軸【時間】の学び」、個人の生活や考え方、生き

方を様々な角度から横断的に見て、様々な場面や場所・多様な形式で、多様な人々との関

わりの中で行われる「横軸【空間】の学び」、そしてこれら二つの縦と横の学びを編むこと

によって、まち全体に学びを広げ、学びが深まっていく―すなわちこれが私たちの目指すべ

き「学びがつながるまち さっぽろ」の姿です。このようなまちを実現するため、学習機会

の提供については、次の三つの方向性を意識し、実施していくことが必要です。 
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【方向性１】学びが縦軸「時間」でつながる 

－卒業や就職で学ぶことが途切れず、生涯学び続けることができる－ 

 

変化の激しいこれからの時代、私たちにとって大切なことは、学び続けることであると

言えます。とりわけ、次代を担う子どもたちは「生きる力」8 を身に付け、生涯学び続ける

姿勢や態度を身につけることが求められています。こうした「生きる力」の育成は、学校

教育だけで成し得るものではなく、地域や家庭における教育も不可欠であり、社会全体の

教育力を向上させることが必要です。 

様々な世代の学習実態を概観すると、生涯を通じて学習活動に積極的に参画し、豊かな

経験を重ねていく方がいる一方、学校卒業後は継続的な学習活動や社会活動から距離を置

いている方が少なからず存在するという課題もあります。学校卒業を機に、学習から遠ざ

かってしまっている方々の「学校」と「卒業後の社会」との学びのギャップを埋めるため

にも、「学校だけが学びの場なのではない」という考え方を広げていくことが大切です。そ

して、生涯学び続けることのできる仕組みや施設、さらには、学校を卒業した後の社会に

存在する様々な学習機会について市民への周知を図り、子どもの頃から生涯学び続ける姿

勢や態度を育んでいくことが重要です。 

 

【方向性２】学びが横軸「空間」でつながる 

－様々な場所において、多様な人々と、多様な形式で学ぶことができる－ 

 

地域社会の希薄な人間関係や活動の担い手不足、人々の孤立が社会問題となっている現

代において、地域のつながり合いや支え合いによる共助の意識を醸成することがより一層

重要となっています。このように地域コミュニティの重要性が再認識されている現状にお

いて、様々な場で学習機会が提供されることは、学習内容そのものが人々の市民意識や自

己を高めるだけではなく、学習を媒介にした他の住民や関係者・関係団体との交流によっ

て、地域資源としてのソーシャルキャピタル9 （社会関係資本）が醸成されることにも寄与

します。  

また、方向性１に関連し、一度学校から離れた市民が気軽に足を運べる場を設けていく

という視点からも、様々な場所で学習機会を提供することは重要です。 

ここで行われる学習の形式を考えるにあたっては、従来の「先生と生徒、黒板と机があ

                                                   
8  基礎基本を確実に身に付け、いかに社会が変化しようと、自ら課題を見付け、自ら学び、自ら考え、

主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決する資質や能力。自らを律しつつ、他人と共に協調し、

他人を思いやる心や感動する心などの豊かな人間性。たくましく生きるための健康、体力など。 

 
9  社会学、政治学、経済学、経営学などにおいて用いられる概念。人々の協調行動が活発化することに

より社会の効率性を高めることができるという考え方のもとで、社会の信頼関係、規範、ネットワーク

といった社会組織の重要性を説く概念である。人間関係資本、社交資本、市民社会資本とも訳される。

基本的な定義としては、人々が持つ信頼関係や人間関係（社会的ネットワーク）のこと。 
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って、先生から知識を教わる」という形式に捉われず、「語る人がいて、耳を傾ける人がい

る」という「対話」の形式を活用していくことや、「対話」の中で市民自らが学びの場を作

り上げていくという視点が重要です。 

 

【方向性３】学びの成果がつながる 

－学びを広げ、深めることができる－ 

 

学びは自己のために始めたものであっても、人々とのふれあいを機に、学んだ成果を活

用したい、学んだ知識・経験を誰かに伝えたい、という思いが高まることがあります。  

趣味・教養といった学習を自己完結させるだけではなく、身に付けた学びを地域活動の

現場等で実践的に生かし、周囲の人を巻き込んで学びを広げるとともに、その過程で出て

きた課題の解決に向けて、さらなる学習へと発展させる「学びの循環」 を構築することが

大切です。 

また、学習成果を地域におけるボランティア活動等に生かすことは、社会との関わりを

持つきっかけとなり、さらには広い意味での「仕事」につながる可能性を持っています。

そのことは自己有用感を高め「自他を尊重し、共に高め合い、支え合う」という、札幌市

の教育の目指す人間像「自立した札幌人」の実現に寄与し、都市の活力を高めることにも

なります。 

このように自身の学びを社会の中で有機的につなげていくことが、学習に対する充実感

やさらなる学習・活動への意欲を生み出し、それが市民の主体的な社会参画の意識を醸成

し、ひいては市民主体の活力あるまちづくりを促進していくことにもなります。 
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Ⅳ 提言 「学びがつながるまち さっぽろ」を実現するために 

 

１ 人を育む ―課題に応じた学びを支援する― 

 

(1) 現代的課題・地域課題に対応した学習機会の充実 

   

ライフステージ（人の成長段階）における発達課題や地域の中で生じる課題に対応し

た学習機会の充実を提案します。 

 

① ライフステージに応じた学習機会の充実 

 

（ｱ）幼児・青少年期 

学校教育・社会教育を通じて、様々な学習を積み重ね、多くの人との出会いを

通して、成人としての素地を築く時期です。生きる力を身に付けるため、子ども

たちは自ら課題を見つけ、学び、考え、主体的に判断し、問題解決できる力を養

っていくことを求められています。そのためには、学校・家庭・地域が連携し、

ボランティア活動・体験活動への参加、世代間交流の促進など、子どもたちが無

理なく社会に関わることができる機会をつくり出していくことが大切です。 

具体的には、地域の企業の協力を得て、子どもたちが職業を体験するキャリア

教育の取組や、学校と地域が連携し、地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業

等の協力を得て子どもたちを育むサッポロサタデースクール事業10の充実等が挙

げられます。子どもたちが町内会の活動に関わることも、その取組の一つと言え

ます。  

これらの取組を行うにあたっては、貧困状態にあり、十分な学習機会に恵まれ

ていない子どもたちを支援するという視点も大切です。社会全体で子どもを支え

ていくという意識が不可欠です。 

 

（ｲ）成人期 

社会人としては生活スタイルが安定していく時期であり、個人の関心、年齢、

体力に応じた主体的な活動が可能となっていく時期ですが、一方では早期離職や

無業の状況によって、社会との接点を一時的に持たなくなる方も存在します。様々

な事情で学習や地域での活動に関与する人の割合は決して高くないという現状の

ある世代ですが、それぞれのライフスタイルに応じ、学ぶべき様々な課題のある

                                                   
10 学校と地域で活動する団体・人材（学校教職員、地域住民・地域団体の代表者、ＰＴＡ役員及びボラ

ンティアなど）で構成する運営協議会に事業を委託し、土曜日ならではの体系的・継続的なプログラム

を学校や地域実情に合わせて実施するもの。 
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世代です。 

この世代は多様な学習ニーズがあります。職業人としての技能を高めるための

専門的な知識のみならず、コミュニケーションや社会貢献のあり方等、社会で生

きていくための教養を幅広く身に付ける学習も重要です。また、社会で生きてい

く中で課題が生じ、解決するために学ぶというサイクルを繰り返す、リカレント

教育が必要とされる世代です。 

また、ワーカーズコレクティブやＮＰＯなどが行うソーシャルビジネス11やコミ

ュニティビジネス12によって、人々の困り事、すなわち地域課題を解決する手法で

ある、社会的起業についての学習も重要です。本市では経済局を始め、様々な部

局によって社会的起業を応援するための学習機会が提供されていますが、これら

の部局が連携することにより、人々のニーズに合った学習プログラムを提供して

いくことが大切です。 

子育て中の方は、子育てに対する不安や悩みを抱える人々が多い状況にありな

がら、外に出る機会が少なく、孤立しやすいと言えます。 

このような現状に鑑み、妊娠・出産に伴い退職した女性向けのセミナーを開催

しているＮＰＯ法人もあります。再就職に必要な情報だけではなく、自己啓発的

な内容も盛り込んで、母親の自立を促す取組となっています。 

今後はこのような民間団体とも連携・協力し、子育てへの自信や、対処能力を

身に付けられるような学習プログラムを充実させるとともに、親同士の交流や、

学びの支援・相談、情報提供に加え、子育て中の方が一人の人間としての時間を

持てるような学び等、様々な角度から親の育ちを応援していくことが重要です。 

 

（ｳ）高齢期 

健康で生きがいを持って主体的に生きるとともに、地域における様々な活動に

おいて、重要な担い手として活躍することが求められる世代です。とりわけ、「人

生 100 年時代」と言われる長寿社会において、社会に果たす役割の可能性は計り

知れません。高齢者が身体的にも経済的にも自立した生活を送っていくための体

系的な学習や、これまでの人生での豊かな経験や知識・技能を地域参画・社会貢

献に生かすための学習機会を充実させることが重要です。歩いて行ける身近な場

で、人々が気軽に集えるような学習の機会は、高齢者が潜在的な能力を発揮する

一助になり得ます。 

一方、人によっては、加齢に伴う身体機能の衰えや介護の問題、家庭や地域か

らの孤立など様々な問題が表面化してくる時期でもあります。このような高齢期

にある方々の抱える課題の解決に取り組んでいるＮＰＯ法人もあり、「新しい公共

                                                   
11  環境、医療、福祉など地域の様々な社会的課題を、ビジネスの手法を用いて解決しようとする事業。 
12  地域の課題を住民、ＮＰＯ、企業などが連携して、ビジネスの手法を用いて解決しようとする事業。 
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13」の一翼を担っていると言えます。 

 

② 地域の担い手を育てる学習機会の提供 

 

地域では、古くから地域のまちづくりを担ってきた町内会・自治会等の地縁型の

団体、ＮＰＯ、市民活動等のテーマ型の団体をはじめ、多様な団体が活動していま

すが、様々な場面において、担い手不足が課題となっています。町内会等では、加

入率の低下傾向に歯止めがかからず、役員や担い手不足等の課題も顕在化しており、

活動の後継者不足に悩むＮＰＯ等の市民活動団体も少なくありません。このような

現状においては、地域活動のリーダーを育成することだけでなく、これまで地域の

まちづくり活動に関わらずに過ごしてきた人が自身の様々な生活スタイルや状況に

合わせて「できるときに、できることを、できる時間だけ」活動に関わっていく意

識を育てるような、まちづくりについて体験的に学ぶ機会を設けるという視点が重

要です。   

この機会を設定するにあたっては、人々が他者との関わりの中で「困りごと」― 

すなわち地域課題を発見し、それらを解決するため、自然に活動へつながっていけ

るような学習プログラムが望まれます。このプログラムでは、ワークショップやワ

ールドカフェ等の人々が集い、語り合う「対話」の手法を積極的に用いていくこと

が大切です。人々が集う場として、かつて地域の身近なコミュニティの場だった寺

院を活用して、様々な企画に取り組んでいる商店街振興組合もあります。このよう

に「対話」による双方向性の学びは、地域づくりの一助となっています。 

 

③ 地域ニーズと学んだ成果を生かす活動のマッチング 

 

さっぽろ市民カレッジ等の行政による学習機会の提供においては、人々が学んだ

成果を実際のまちづくり活動などにつなげていくことが課題となっています。人々

の学習において、学んだ成果を生かすことで新たな課題を発見し、その課題を解決

するための学習を行い、またその成果を生かすという学びの循環は重要な要素です。 

学んだ知識や経験を客観的に評価し、さっぽろ市民カレッジ等で学んだ市民の学

習成果を認証するシステムとして、地域のまちづくり人材としての本市独自の資格

を創設し、その受け皿として、個人や団体を登録する「地域のまちづくり人材バン

ク」を構築することが望まれます。この人材バンクは学校教育支援や子育て支援等、

様々な場面で活用の可能性があります。必ずしも地域活動団体のリーダー、専門的

                                                   
13  公共サービスを市民自身やＮＰＯ が主体となり提供する社会、現象又は考え方。これまでの公共サー

ビスは、行政が提供する立場、市民は供給される立場であったが、新しい公共では市民も公共サービス

の提供者となること、行政は市民に場を提供し、信頼し、権限を譲り移すことが求められる。 
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な知識や経験を持つ人、地域のために働く意欲の高い人だけではなく、日常的に活

動に関わることは難しいながらも、地域活動をサポートしてくれる方々を幅広く紹

介できるような人材バンクが望まれます。また、人材バンクを機能させるため、セ

ンターの学習相談コーナーが地域ニーズと人材のマッチングを行うことが重要です。 

また、学んだ成果を社会的起業によって生かしたいと考えている人々への支援を

充実させることも必要です。社会的起業について学んだ人々が実際に起業する際に、

それをサポートする相談体制や、情報提供を充実させることが望まれます。 

 

 (2) 学びの場づくりに関わる人材の育成 

 

地域住民の学びの場を創出するコーディネーターの育成を提案します。 

 

① コーディネーターの育成 

 

地域の人々が自発的に学んでいく場面において、「こういうことを勉強したい」と

いうつぶやきを実現し、新しい学習の場や交流の場を組織できるキーマン―すなわち

社会資源を結び付けていくコーディネーターを育成することが重要です。 

コーディネーターは、市民や団体をつなぎ、学びを生かすための橋渡しを行うこ

とでも、市民の生涯の学びを支えます。具体的に求められる能力としては、地域住

民の主体的な活動を促進するための、住民や団体をコーディネートする能力、住民

の集まりをファシリテートする能力、組織をマネジメントする能力、前述の学習成

果の地域への還元・活用を促進する、マッチングさせる専門的な能力等が挙げられ

ます。特に、地域においては、多世代交流を織り交ぜた学習機会の企画や、地域に

生じる問題の解決を目指すため、まさに「人と人をつなぐ」力が必要とされます。 

コーディネーターの育成にあたっては、広い視野で様々な立場の方を理解する力

を育むため、様々な団体で実際の活動を体験するプログラムを取り入れるなど、多

様な主体の関わった学習内容の提供が望まれます。このような学びの過程は、コー

ディネーターとしての人脈を広げ、ネットワークを構築する上での財産ともなりま

す。 

また、学びの場において人々を組織する力を育むため、コミュニケーションにつ

いての学びも重要です。 

今後、さっぽろ市民カレッジ等の生涯学習事業として、これらの内容を体系的に

学べるコーディネーター養成研修や講座を実施し、多くのコーディネーターを育成

していくことが期待されます。 

ここで学んだ市民が実際にコーディネーターとして活動できるようにサッポロサ

タデースクール事業をはじめとする様々な活動場面や機会を設けていくことが重要
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です。     

 

② 各世代の特性を生かした参画の推進 

 

学びの場づくりに関わる人材の育成にあたって、多世代の参画を推進することが

重要です。例えば高齢世代は「見守りの必要性」、子育て世代は「子育ての悩み」等

の世代固有の課題を持っています。これらの世代が共に学びの場づくりに参画し、

そこで世代間交流を行うことは、お互いの課題を解決することに大きく寄与する可

能性があります。 

具体的な各世代の特性を生かした取組として、子育てを終えた世代が子育て支援

の分野で活躍している例があります。 

この取組では、子育てを終えた世代に対し、最新の子育てや医学に関する知識を

学べるプログラムを提供することによって、仕事として、子育て支援の活動を行っ

ています。子育て世代にとって、豊富な経験や、最新の専門知識を持った方々と悩

みを語り合えることは、子育ての不安や悩みを解決する一助となり得るものです。 

このように、多世代が参画する取組を推進していくためには、行政の積極的な評

価も大切です。 

 

２ 場を育む ―学びの場づくり― 

 

(1) 「まち全体が学びの場」を目指す仕組みの充実 

 

市民の主体的な学びを支える環境をつくるため、様々な空間を学びの場として活用す

ることを提案します。 

 

① まち全体での学びの場づくり 

 

札幌市には、生涯学習センター・図書館・博物館・美術館等はもちろん、本市の

特徴を生かした施設として、農業体験の設備が整ったさとらんどや、雪に関するス

ポーツの体験ができるウィンタースポーツミュージアム等、人々の学びを応援する

役割を担っている公共施設が多くあり、様々な学習機会を提供しています。市民が

主体的にそれらの施設を活用して学んでいくためには、市民が施設運営に参画し、

事業を企画・提案できる仕組みを検討することが望まれます。 

また、今後は公共施設に限らず、様々な空間を学びの場にしていくという姿勢が

大切です。例えば、「１ 人を育む―課題に応じた学びを支援する―」で前述した、
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人々が集い、語り合う「対話」の中で学ぶ場については、人口減少に伴ってこれま

で以上に増加する空き家や空き店舗等の利用や、商店街等の地域資源を活用する取

組が考えられます。ある商店街では、お店に地域の人々を集め、商店主による講座

を開催して地域社会のつながりづくりに貢献する取組を行っています。行政には、

そのような場での学習機会の提供だけでなく、市民が学びたいと思ったときに空間

を利用できる仕組みなど、市民の主体的な学びを支える環境づくりに取り組むこと

が期待されます。 

 

② 学習機会のアウトリーチ（学習機会を様々な人々に届ける） 

 

人々の主体的な学びを支援する仕組みとして、人々が学びたいと思う事柄に対し

て、学びを提供できる、学習機会のアウトリーチの仕組みは重要です。ちえりあ市

民講師バンク等の人材バンクが市民の学習ニーズに応え、活用されていくことが期

待されます。今後は、市民が学習ニーズにより近い講師を探すことのできるよう、「提

供できる学習内容や学びの場の様子」を紹介する「プログラムバンク」の側面を充

実させるなど、バンクの目的に応じた内容や見せ方を工夫していくことが必要です。 

また、課題を抱えた人々に、学習機会の情報が十分に届いてないという現状があ

ります。今後は、課題を抱える人々の声に直接応えられるよう、学習を必要とする

市民への直接的な情報提供を充実させることが必要です。この情報提供においては、

市政出前講座の情報提供も欠かせません。市政出前講座は市の施策や事業の紹介を

目的とした制度ですが、防災・子育て等の現代的課題を直接取り扱うプログラムが

充実しており、市民が主体的に学ぶ一助となり得ます。 

 

 

(2) 生涯学習施設としての学校施設の活用 

 

地域の多様な人々が参画し子どもたちを育む環境をつくるため、学校施設を多世代の

交流や地域活動の拠点として活用することを提案します。 

 

① 地域の学習拠点としての活用 

 

    学校施設は教室、グラウンド、体育館、家庭科室、音楽室、図書室等を備えてお

り、生涯学習施設としての機能の高い施設と言えます。また、本市においては約 200

の小学校うち、その多くが概ね 1km 四方に 1 校の配置となっており、小学校は地域

で最も身近な公共施設と言えます。前述した「まち全体が学びの場」やまちづくり

戦略ビジョンでうたわれている「歩いて暮らせるまちづくり」を実現する上で、歩
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いて行ける距離にある身近な地域の学習拠点として、地域の人々が学校施設を活用

できる仕組みが望まれます。今後は、学校施設がサークルや地域コミュニティ活動

を行う「交流の場」等として活用され、多世代が交流できる地域コミュニティの拠

点となることが期待されます。 

また、今後の公共施設のあり方についての基本的な方向性として平成 26 年に本市

が策定した「札幌市市有建築物の配置基本方針」において、小学校を中心とした公

共施設の複合化が示されたところです。複合化された施設において、その趣旨・目

的が十分に理解され、地域コミュニティの拠点として多世代交流の場を創出してい

く取組が行われることを期待します。 

 

② 地域と学校が支え合う取組の充実 

 

 社会全体で子どもを支え、地域の教育力を生かし、地域と学校が支えあう取組を

通じて子どもの生きる力を育んでいくにあたり、前述した「学校施設が地域コミュ

ニティの拠点となる」という側面は非常に重要です。学校施設が地域コミュニティ

の拠点となることは、地域と学校の双方向の信頼関係を構築する土台となります。

地域の方々が生涯学習の実践として、多様な経験や技能を生かして子どもの学習に

関わることは、子どもの教育環境を豊かにするとともに、親でも教師でもない第三

者と子どもとの新しい関係 「ナナメの関係」の構築にも寄与します。例えば、本

市には学校図書館の地域開放を通して、地域住民に生涯学習の場を提供するととも

に、地域の運営ボランティアが子どもの読書環境づくりに積極的に関わっている事

例があります。今後、地域開放された学校図書館においては、地域の方々が参加で

きる講座や子どもと交流する事業を行うことで、コミュニティ形成に寄与していく

ことが期待されます。 

また、本市では平成 26 年度から、地域と学校が支え合う取組として、土曜日等

に学校施設等を活用し、地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の豊かな社会

資源を活用したプログラムを児童・生徒向けに実施する事業として、サッポロサタ

デースクール事業を行っております。事業の企画調整を行う地域のコーディネータ

ーを中心に、幅広く地域の方々を巻き込んでいく学習プログラムの実施が期待され

ます。子どもたちが様々な体験活動を行う中で地域の方々と「ナナメの関係」を築

き、大人に褒められ、認められる経験をすることは、子どもたちの成長に大きく寄

与するものです。 
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３ つながりを育む ―学びを支えるネットワークづくり― 

 

(1) 教育行政と一般行政・大学等・市民活動団体・企業等の積極的な連携 

 

教育委員会と市役所各部局、大学、市民活動団体、企業等との学習機会の連携・協働

を推進するため、生涯学習センターが中核的な役割を担うことを提案します。 

 

① 教育行政と一般行政の連携・協働の推進 

 

本市では、教育行政（教育委員会）だけでなく、一般行政（市役所各部局）にお

いても行政課題に沿った普及啓発事業としての様々な学習機会が提供されておりま

す。しかし、「学習機会の提供」としての共通意識での連携はなされていないのが現

状です。これらの実施主体の連携を推進し、学習内容の棲み分けやカリキュラムの

充実、関連する学習機会を紹介するなど、行政として市民の学習ニーズや社会の要

請に応じていく必要があります。具体的には、市役所各部局で実施する学習機会と

さっぽろ市民カレッジの講座を組み合わせ、一つのテーマに関して、一連の長期的

なカリキュラムを提供するモデル事業が考えられます。このモデル事業においては、

既存の市役所各部局で実施する講座だけではなく、各部局とさっぽろ市民カレッジ

企画者が協働して互いの講座内容（学習プログラム）を調整することも効果的です。 

前述したコーディネーターに求められる幅広い能力を育成するにあたっても、こ

のような部局横断的なカリキュラムが期待されます。 

 

② 大学等・市民活動団体・企業等との連携・協働の推進 

 

多様化・高度化する現代的な課題に対応した学習機会を提供していくため、行政

は人材や情報・技術等の様々な地域資源を有する大学等の高等教育機関や市民活動

団体・企業等と積極的に連携・協力していく必要があります。 

大学等の高等教育機関との連携にあたっては、大学に蓄積された知見を生かし、

学生が地域連携に参画する取組を実施する等、地域の知的創造活動の拠点としての

役割が期待されます。市内のある区では、区内の複数の高等教育機関と行政が地域

連携協定を締結し、それぞれの教育機関が持つ専門性を生かした「公開リレー講座」

を企画し地域の人々に学習機会を提供しています。 

市民活動団体との連携にあたっては、団体とのコミュニケーションを密にし、団

体が感じている課題や、団体が把握している市民ニーズに応えていくことが効果的

です。 

企業等の産業界との連携にあたっては、企業の専門的な人材や施設設備等、貴重
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な学習資源を生かしたＣＳＲ活動14等を通じたまちづくり分野の取組と積極的に関

わっていくことが期待されます。 

また、これらの連携を推進するにあたっては、様々な主体同士が集い、学び合い、

情報を交換できる機会を充実させることが必要です。機会の設定にあたっては、生

涯学習センターが生涯学習施設の中核機能を発揮し、中心的な役割を担うことが期

待されます。 

 

 (2) 効果的な生涯学習情報の提供 

 

様々な実施主体により提供される学習機会を、一覧できる生涯学習情報のポータルサ

イトの構築を提案します。 

 

本市では行政以外にも様々な主体により学習機会が提供されておりますが、その情

報が必ずしも市民に十分に届いているとは言えない状況があります。これからの行政

の役割として、行政以外の主体が行っている学習機会の情報も含め、情報の信頼性を

確認した上で市民へわかりやすく学習機会の情報を提供するという役割も重要です。

様々な主体により提供される学習機会の情報がインターネットのポータルサイト等の

媒体により、「対象者」「費用」「日時」「場所」等で検索できる等、市民が自身の状況

に応じた学習を始められるよう、効果的に情報が提供されることが望まれます。 

 

 

                                                   
14  コーポレート・ソーシャル・レスポンシビリティ（Corporate Social Responsibility）の略。企業の社

会的責任。法令順守や社会貢献など、一般に企業が社会に対して果たすべき責任。 
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おわりに 

  

 今期の社会教育委員会議では、「市民一人一人の学びが札幌のまちをつくる」という考え

方のもと、学習機会提供のあり方について、協議を重ね、本報告書を作成いたしました。 

本報告書の提言を具現化するためには、行政が市民の抱える課題を丁寧に把握するとと

もに、課題に対し真摯に向き合うことが必要となります。 

市民一人一人の抱える課題は、時代の変化とともに多様化し、より一層深刻になってい

ます。生活困窮者や不登校の状態にある児童生徒、再チャレンジを必要とする中途退学者、

フリーター、若年無業者など失業状態にある人、スキルアップが求められる社会人、退職

後に生きがいを失っている高齢者など、悩みを抱える市民も少なくないはずです。さらに

は、子どもの将来が生育環境によって左右されるという「貧困の連鎖」や「子どもの貧困」

は、喫緊の社会問題となっています。 

今こそ、問題の解決に向けて、市民が一丸となって力を合わせ、それぞれが役割を果た

しながら、「札幌のまちづくり」を進めていく必要があります。 

今から約 20 年前の 1996 年、ユネスコの「21 世紀教育国際委員会」（ジャック・ドロー

ル委員長）は、2 年余りの審議を経て、来たる 21 世紀に求められる教育・学習のあり方に

ついての報告書「学習：秘められた宝（ドロールレポート）」をまとめました。世界各地で

ますます深刻となっている失業、格差の拡大、暴力、人種差別、環境破壊、戦争などの問

題を解決するうえで学習が果たす役割を強調した、今なお重要なレポートです。その序文

でドロールは、「学習すること」こそが、人類にとって様々な課題に立ち向かうための「秘

められた宝」であると述べています。私たちにとって今まさに大切なのは、この「宝」を

人と人とのつながりの中で磨き、次の世代に良いかたちで引き継いでいくことです。 

市民一人一人が自身の学びを縦軸「時間」でつなげ、さらには様々な場所での多様な学

びが横軸「空間」としてつながり、そしてこうした学びの成果がつながることによって、

市民による課題の解決が図られるのではないでしょうか。 

本報告書が、札幌市における生涯学習社会構築の一助として活用されることを、心より

祈ってやみません。 
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[参考資料] 

データ集 

 

１.さっぽろ市民カレッジ 

 

1-1 さっぽろ市民カレッジ講座数の推移   1-2 さっぽろ市民カレッジ受講者数の推移  

 

 

 

 

 

 

1-3 さっぽろ市民カレッジ年代別受講者構成比   1-4 さっぽろ市民カレッジ居住区別受講者構成比  

 

                  （平成 24 年度）  

 

 

（平成 24 年度）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（講座 ）  （人 ）  
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２.札幌市役所における学習機会提供事業の実施状況（平成 24 年度） 

 

 

2-1 学習分野別事業数  

 

2-2 学習分野別参加者数  

 

（平成 24 年度事業についての全庁照会結果に基づく） 

（平成 24 年度事業についての全庁照会結果に基づく） 
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３.札幌市出前講座の実施状況（平成 24 年度）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-1 テーマ別実施講座数  

 

3-2 テーマ別参加者数  

 

（平成 24 年度事業についての市長政策室統計に基づく）  

（平成 24 年度事業についての市長政策室統計に基づく）  



社会教育委員会議 会議経過 

《平成 25年 7月 1日～平成 27年 6月 30日》 

 

 

 

開 催 日 議   題 

第 1回 

平成 25年 9月 5日（木） 

・議長・副議長の選出 

・今期の協議テーマの選定 

・学習会「札幌市社会教育委員の会議」（講師：佐久間議長） 

第 2回 

平成 25年 11月 14日（木） 

・テーマについての協議 

‣生涯学習センター見学、さっぽろ市民カレッジ概要説明 

‣第２次札幌市生涯学習推進構想について 

第 3回 

平成 26年 1月 23日（木） 

・テーマについての協議 

 ‣札幌市の現状把握（まちづくり戦略ビジョンでの分析） 

‣さっぽろ市民カレッジの成果と課題の検証  

第 4回 

平成 26年 3月 18日（火） 

・平成 26年度教育費予算について 

・サッポロサタデースクール事業について 

・テーマについての協議 

‣まちづくり戦略ビジョンを踏まえた札幌市の学習機会提供事業の方向性 

第 5回 

平成 26年 5月 30日（金） 

・テーマについての協議 

 ‣札幌市教育振興基本計画について 

‣札幌市の学習機会提供事業の成果と課題の検証（学習機会提供事業につい

ての全庁照会結果検証） 

第 6回 

平成 26年 9月 4日（木） 

・テーマについての協議 

‣札幌市の学習機会提供の方向性① 

第 7回 

平成 26年 11月 26日（水） 

・サッポロサタデースクール事業について 

・テーマについての協議 

‣社会教育委員への学習機会提供事業に関する取組事例照会結果について 

‣札幌市の学習機会提供の方向性② 

第 8回 

平成 27年１月 29日（木） 

・テーマについての協議 

‣報告書の素案（報告書骨子及び提言内容について） 

第 9回 

平成 27年３月 11日（水） 

・平成 27年度教育費予算について 

・サッポロサタデースクール事業について 

・テーマについての協議 

‣報告書案について 

第 10回 

平成 27年５月 13日（水） 

・サッポロサタデースクール事業について 

・テーマについての協議 

‣報告書案の最終校正について 

手交式 

平成 27年６月 17日（水） 

・報告書の手交（『学びがつながるまち さっぽろを目指して 

～生涯学習社会を実現する学習機会提供のあり方～』）  

 

平成26年（2014年）3月18日 

第4回社会教育委員会議 資料2 

 

協議テーマ：『学びがつながるまち さっぽろを目指して 

～生涯学習社会を実現する学習機会提供のあり方～』 



 

札幌市社会教育委員名簿 

（任期 平成 25年 7月 1日～平成 27年 6月 30日） 

平成 27年 4月 1日現在 

氏   名 区  分 所 属 団 体  等 

菅井
すがい

 留美子
る み こ

 学校教育関係者  
札幌市小学校長会 

（札幌市立山鼻南小学校 校長） 

飯田
いいだ

 宣
のぶ

充
みつ

 

（Ｈ26.7.17まで） 
社会教育関係者 元 札幌市ＰＴＡ協議会 会長 

川端
かわばた

 美樹
み き

 

（Ｈ26.7.18から） 
〃 札幌市ＰＴＡ協議会 会長 

佐藤
さとう

 真智子
ま ち こ

 〃 公募委員 

堀内
ほりうち

 仁
ひと

志
し

 〃 公募委員 

喜多
き た

 洋子
ようこ

 家庭教育関係者 ＮＰＯ法人 子育て支援ワーカーズプチトマト  

平島
ひらしま

 美紀
み き

江
え

 〃 ＮＰＯ法人 のこたべ 代表 

佐久間
さ く ま

 章
あきら

 ◎ 学識経験者 
札幌国際大学  

スポーツ人間学部スポーツビジネス学科 教授 

佐々木
さ さ き

 邦子
くにこ

 〃 
北翔大学大学院生涯学習学研究科 

教育文化学部教育学科 教授 

三上
みかみ

 直之
なおゆき

 ○ 〃 
北海道大学高等教育推進機構 

高等教育研究部高等教育研究部門 准教授 

和田
わ だ

 佳子
よしこ

 〃 
札幌大谷大学  

社会学部地域社会学科 教授 

※区分順（社会教育法上の区分に即した五十音順） 

◎議長  ○副議長 



学びがつながるまち さっぽろを目指して 
～生涯学習社会を実現する学習機会提供のあり方～  

Ⅲ 今後の学習機会提供の方向性～学びがつながるまち さっぽろ 
     

    ○まちづくり・人づくりにおいて、市民一人一人の学びは大きな原動力 

    ○時間や空間、そして学び自体やその成果をつなげることが重要 

【方向性１】 学びが縦軸「時間」でつながる 

 －卒業や就職で学ぶことが途切れず、生涯学び続けることができる－ 

【方向性３】 学びの成果がつながる 

 －学びを広げ、深めることができる－ 

【方向性２】 学びが横軸「空間」でつながる 

 －様々な場所において、多様な人々と、多様な形式で学ぶことができる－ 

Ⅳ 提言 「学びがつながるまち さっぽろ」を実現するために  

１ 人を育む－課題に応じた学びを支援する－ 

(1) 現代的課題・地域課題に対応した学習機会の充実 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 学びの場づくりに関わる人材の育成 
 

ライフステージ（人の成長段階）における発達課題や地域の中で生じる課題に対応した学習機会を充

実させる 

 

幼児・青少年期：主体的に判断し、問題解決できる力を養うための学習（職業体験、ボランティア活          

  動、体験活動、世代間交流、町内会活動） 

 

成人期：ライフスタイルごとに生じる課題を解決するための学習（社会人としての幅広い教養、社会           

  的起業、子育てに関する学び） 

 

高齢期：自立した生活を送るための学習、経験や知識・技能を地域参画・社会貢献に生かすための学          

  習（歩いて行ける距離にある場に人々が気軽に集う） 

地域住民の学びの場を創出するコーディネーターを育成する 

２ 場を育む－学びの場づくり－ 

(1) 「まち全体が学びの場」を目指す仕組みの充実 
 
 
 
 

(2) 生涯学習施設としての学校施設の活用 

市民の主体的な学びを支える環境をつくるため、様々な空間を学びの場として活用する（生涯学習

センター・図書館・博物館・美術館を始めとする公共施設、空家・空き店舗、商店街など） 

地域の多様な人々が参画し子どもたちを育む環境をつくるため、学校施設を多世代の交流や地域活

動の拠点として活用する 

(1) 教育行政と一般行政・大学等・市民活動団体・企業等の積極的な連携 
 
 
 
 

(2) 効果的な生涯学習情報の提供 

教育委員会と市役所各部局、大学、市民活動団体、企業等との学習機会の連携・協働を推進するた

め、生涯学習センターが中核的な役割を担う 

様々な実施主体により提供される学習機会を一覧できる生涯学習情報のポータルサイトを構築する 

３ つながりを育む－学びを支えるネットワークづくり－ 

Ⅰ テーマ設定の背景 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 学習機会提供の現状と課題 

 

○札幌市まちづくり戦略ビジョン（H25.10） 
「北海道の未来を創造し、世界が憧れるまち」 

「互いに手を携え、心豊かにつながる共生のまち」 

○札幌市教育振興基本計画（H26.02） 
 「自立した札幌人」 

○行政以外の主体による学習機会の提供への支援 
 対話形式が近年注目されている。情報提供等の側面で支援が必要。 

○学習機会の提供 
【さっぽろ市民カレッジ】 

 生きがいづくりやまちづくりの担い手育成を目的とした講座を実施。学んだ成果を発揮する仕組み

の構築や地域ニーズに応じた人材育成が課題。 

【市役所各部局による学習機会提供事業】 

 6,994事業を実施し、552,886人の参加があった（Ｈ24)。様々な内容で実施しているが、学習の側面

が意識されている事業は少ない。 

学習機会提供の 

在り方を検討 
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